
件   名  亀山市待機児童館条例の一部を
改正する条例  

健 康 福 祉 部
子ども総合センター
子ども家庭室

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」（平成２４

年法律第６５号）が制定され、「子ども・子育て支援法及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法律第６７

号）により児童福祉法が改正されたことに伴い、所要の改正を行うものです。

２ 改正内容  

（１）待機児童館の設置根拠を、児童福祉法第２４条第１項ただし書きから同

法第２４条第７項に改めます。 ＜第１条関係＞  

（２）子ども・子育て支援法の制定及び児童福祉法の改正により改められた規

定中の表現について、次のとおり法律に合わせた表現に改めます。  

 ＜第１条、第３条、第４条及び第１０条関係＞

ア 「保育所への入所」及び「保育所に入所」を「保育所等の利用」に改

めます。  

イ 「保育に欠ける」を「保育を必要とする」に改めます。  

ウ 「保育費用」を「利用者負担額」に改めます。  

（３）待機児童館に入所することができる児童を、「亀山市保育の実施に関す

る条例（平成１７年亀山市条例第８６号）第２条に規定する保育の実施基

準に該当する児童」から、「子ども・子育て支援法第１９条第１項第２号

の内閣府令で定める事由に該当する児童」に改めます。 ＜第４条関係＞

（４）子ども・子育て支援新制度において、標準的な保育の利用については、

１日８時間の就労に通勤時間を加えた１１時間の保障が必要とされたこと

から、待機児童館における１日の保育時間を「８時間」から「１１時間」

に改めます。 ＜第６条関係＞  

（５）待機児童館における保育料については、認可保育所の保育料と同額とし

ていることから、新たに制定する「亀山市立保育所利用者負担額等の徴収



に関する条例」で定める利用者負担額と同額とします。 ＜第１０条関係＞

３ その他  

施行日は、平成２７年４月１日とします。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



亀山市待機児童館条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

  平成２７年３月３１日  

       亀山市長  櫻  井  義  之  

亀山市条例第１２号  

 

   亀山市待機児童館条例の一部を改正する条例  

 

 亀山市待機児童館条例（平成２３年亀山市条例第２４号）の一部

を次のように改正する。  

 第１条中「第２４条第１項ただし書」を「第２４条第７項」に、

「保育所への入所」を「子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第７条第４項に規定する教育・保育施設（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園を除く。）及び同

条第５項に規定する地域型保育の利用（以下「保育所等の利用」と

いう。）」に改める。  

 第３条第１号中「保育に欠ける」を「保育を必要とする」に改め

る。  

 第４条第１項第１号中「保護者のいずれもが亀山市保育の実施に

関する条例（平成１７年亀山市条例第８６号）第２条に規定する保

育の実施基準」を「子ども・子育て支援法第１９条第１項第２号の

内閣府令で定める事由」に改め、同項第２号中「保育所に入所」を

「保育所等の利用」に、「保育所への入所」を「保育所等の利用」

に改める。  

 第６条中「８時間」を「１１時間」に改める。  

 第１０条第１項中「児童福祉法第５６条第３項」を「亀山市立保

育所利用者負担額等の徴収に関する条例（平成２７年亀山市条例第

１号）」に、「保育費用」を「利用者負担額」に改める。  

   附  則  

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  



 
 

亀山市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

  平成２７年３月３１日  

       亀山市長  櫻  井  義  之  

亀山市条例第２０号  

 

   亀山市議会委員会条例の一部を改正する条例  

 

亀山市議会委員会条例（平成１７年亀山市条例第１５１号）の一

部を次のように改正する。  

第２１条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に

改める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項の場合において

は、この条例による改正後の第２１条の規定は適用せず、この条

例による改正前の第２１条の規定は、なおその効力を有する。  


